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＜あらまし＞ 個々の学生が自らのペースに応じて授業時間外学習を進め，通常の対面授

業内容の理解を補うための学習プログラムを開発し，そのプログラムを試行した．２つの

補助的学習教材のアクセス履歴から，本学習プログラムが授業時間外学習の促進につなが

ることを明らかにした．しかし，これらは定期試験に集中利用される傾向がみられ，授業

の予復習教材として十分に利活用されておらず，学習プログラムに改善の余地がみられた． 

＜キーワード＞ 初年次教育 英語教育 e-Learning 授業時間外学習 アクセス履歴 

1. はじめに 

岡部ら（1999）が，「分数ができない大学生

―21 世紀の日本が危ない」という著書を通じて，

大学生の基礎学力低下に警鐘を発してから 15
年の月日が経過した．しかし，学力低下問題は

今なお根本的な解決に至っておらず，多くの大

学が試行錯誤を繰り返しながら様々な対策を講

じている．学力低下問題には，大学入学時の学

力低下問題と大学卒業時の学力低下問題に分け

られる（宇井 2009）．岡部らが指摘した学力低

下問題は前者にあたり，いわゆる「学力低下論

争」は前者を中心に広く議論がなされている．

本研究では前者に注目し，以後本論中での「学

力低下問題」とは前者を指すこととする． 
この10年以上に渡る学力低下論争を通じて，

我が国の国公私立大学ではリメディアル教育

（補正教育：Remedial Education）の必要性が

高まっている．リメディアル教育とは，「大学教

育の補習ではなく，学生が大学に入学するまで

に受けた教育すなわち高校教育の“補正”，“補

償”，“補習”」を行うものである（加澤 1997）．

特に英語教育では，「“英語が使える日本人”の

育成のための行動計画」において，高校卒業段

階で「日常的な話題について通常のコミュニケ

ーションができる（卒業者の平均が日本英語検

定協会主催の英検準２級～２級程度）」ことを目

標に定めている（文部科学省 2003）． 
しかし，武田ら（2007）は，大学初年次生は

読解力に比べて，単語力，文法力が不足してお

り，中学校で学習する日常会話レベルの単語，

構文などが定着していないことを示唆している．

また，甲田（2011）は，学生らの抱える文法・

語法的な問題点に関する具体的な誤答例から，

中学校・高校で学ぶべき基本的なリテラシー能

力が定着していないことを明らかにしている． 
 
2. ICTを活用した学習プログラムの提案 

2.1. 従来のリメディアル英語教育の問題 

昨今では，大学初年次生を主な対象としたリ

メディアル英語教育科目を開講している大学が

みられる．そして，それらの大学では，中学校・

高校での履修が不十分であった英文法理解を改



めて総合的に学び直すことを通じ，「“英語が使

える日本人”の育成のための行動計画」に示さ

れた英検準２級以上の英文読解力，英作文力を

養うことを目的としている． 
しかし，大学初年次生にリメディアル英語教

育科目を通じ必要な英語力を再学習させるには，

学生・教員の観点から以下の問題が考えられる． 
(1) 学習速度が比較的遅い学生の落ちこぼ

れ・ドロップアウト 
中学校・高校の６年間で学ぶべき英文法の知

識量は膨大なものである．よって，大学の限ら

れた授業時間，セメスター内にそれらすべてを

網羅するためには，学習ペースが自然と早くな

ってしまう．そのため，学習速度が比較的遅い

学生は，通常の対面授業のみで授業内容を理解

できない場合があり，授業内容が高度化するに

連れて落ちこぼれてしまったり，ドロップアウ

トしてしまったりする問題が生じる． 
(2) 授業時間外学習に対する指導の困難さ 
大学設置基準（文部省令第 28 号）では，「１

単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする

内容をもって構成することを標準とし，授業の

方法に応じ，当該授業による教育効果，授業時

間外に必要な学習等を考慮して」単位数を計算

することと定めている．つまり，１単位のリメ

ディアル英語教育科目を開講し，１コマあたり

90 分間の授業を 15 回開講する場合では，授業

時間外の残りの 22.5 時間は自宅などにて自発

的に予復習するよう指導しなければならない． 
しかし，入学時の理解度や授業時間内外の学

習進度は各学生によって大きく異なるため，一

元的な学習指導・管理を行うことが教育的に有

効であるとは言い難い．一方，教員が，大勢い

る学生それぞれの理解度や学習状況を把握する

ことは大変な労力を要し，各学生に適した学習

指導を個別に実施することは極めて困難である． 
 
2.2. 通常の対面授業とe-Learningの組み合わ

せによる授業時間外学習環境の提案 

従来授業の問題点を解決するためには， 
① 学生の学習理解度に応じて授業内容理

解を支援する補助的学習教材の提供 

② 学生の学習状況・理解度の可視化 
が必要であると考えた．しかし，従来の紙ベー

ス教材では，多人数学生の学習状況・理解度を

一元的に把握し個々に適切な指導を行うことは

困難であった．そこで，本研究では LMS に着

目し，e-Learning を通じて学生の学習履歴や理

解度を把握・管理することとした．LMS とは，

Learning Management System（学習管理シス

テム）の略称であり，e-Learning コンテンツの

配信や課題提出，成績評価などを Web 上で運

用・管理するためのシステムである． 
高岡ら（2011）は，e-Learning を取り入れ

ている講義において，その学習履歴に関するチ

ェックシートを用いることでドロップアウト兆

候者を早期に抽出して対応可能であることを明

らかにした．従って，前項の問題点（1）は， LMS
を活用し e-Learning を用いた授業時間外の学

習履歴を把握することを通じて，比較的早期に

落ちこぼれやドロップアウト兆候者を発見し，

個別に指導を与えることで解決できるものと考

えられる． 
続いて，著者らは LMS 上で得られた学習理

解度を基に，適切な補助的 e-Learning 教材を

個々の学生に提示することによって，学生の効

率的な授業時間外学習を促し，通常の対面授業

では理解できなかった点をケアできると考えた． 
日本英語検定協会（2006）が 2005 年度に実

施したアンケート調査では，英検準２級以上の

合格者が自立型学習者あるいは使用者であった

のに対し，英検５級から英検３級までの合格者

は依存型学習者であったことを明らかにしてい

る．「“英語が使える日本人”の育成のための行

動計画」では，高校卒業時に満たしているべき

レベルを英検準２級以上としているため，リメ

ディアル英語教育を必要とする大学初年次生は

英検５級から３級までのレベルに該当する者と

考えられる．つまり，彼らには「自分の英語力

に自信がないので，自分で教材や学習方法を選

ぶことができない．従って，教員の指示による

ものまたは授業に組み込まれた e-Learning
（例：e-Learning での予習→対面授業→

e-Learning での復習）という学習方法が良い」



（酒井 2008）．しかし，教員が，個々の学生の

学習タイミングに応じて個別に使用する教材や

学習方法を指示することは時間的に困難である． 
そこで，本研究では，通常の対面授業後に

LMS 上で小テスト課題を通じて，その誤答内

容から各学生に復習すべき教材を自動的に指示

し，学習活動をルーティンワーク的にこなせる

環境を構築することとした．これにより，学生

の授業時間外学習に対する教員の負担は大幅に

軽減できると考えられる．加えて，学習活動が

順調である学生は LMS 上の指示に従って自動

的に学習を進めることができるため，教員は落

ちこぼれやドロップアウト兆候者を特に注意し

て丁寧な学習指導を与えることが可能になると

考えた．これにより，前項の問題点（2）は解

決できるものと考えられる． 
一方，そもそも e-Learning コンテンツを作

成するためには多くの時間と労力が必要であり，

教員やコンテンツ作成者の負担となることが容

易に想像できる．そのため，通常の対面授業と

並行して授業時間外学習専用の e-Learning コ

ンテンツを作成することは極めて困難である． 
そこで，本研究では，通常の対面授業を自動

的に e-Learning コンテンツ化するとともに，

授業で使用した PowerPoint のアレンジによる

音声コンテンツを組み合わせて授業時間外に効

率的に学習できるプログラムを開発することと

した．通常の対面授業を自動的にコンテンツ化

することができれば，教員やコンテンツ作成者

が授業時間外学習用の e-Learning コンテンツ

作成に要する時間を削減することができ，その

負担軽減につなげることができる．加えて，学

習速度が比較的遅い学生は，これら e-Learning
コンテンツを通じて当該授業を何度でも視聴す

ることができ，毎回の授業を十分に理解するよ

う努めた上で次時に臨むことが可能となる． 
 
3. 研究目的 

本研究の目的は，ICT（Information and 
Communication Technology ）を活用した

e-Learning コンテンツの提供と学生の学習状

況・理解度の可視化を通じて，個々の学生が自

らのペースに応じて授業時間外学習を進め，通

常の対面授業内容の理解を補うための学習プロ

グラムを開発することである． 
 
4. 研究方法 

本研究では，2012 年度前期開講の「英語基礎

（たてなおしの英語）」（以下，本科目）を対象

とし，その受講生 79 名の e-Learning コンテン

ツの利用状況を量的に分析することとした． 
本科目は，大学初年次生を対象としたリメデ

ィアル英語教育科目である．その目的は，中学 
 
表１ 英語基礎の授業内容（2012 年度） 

回 内容 

１ Introduction／勉強の仕方 
２ 英文の基本構造／冠詞／第１，２，３文型／ 

３単元の sと複数形 

３ 第４，５文型／辞書の使い方／名詞の格変化と代名詞 

４ 形容詞／副詞 

５ 前置詞句 
６ Be 動詞の第１文型／There is構文  

７ Be 動詞と一般動詞の区別／疑問文・否定文／ 
未来形・過去形 

８ 名詞節／副詞節 

９ 間接疑問文 
10 形式主語① 

11 形容詞節①：関係代名詞 

12 形容詞節②：関係副詞・関係形容詞 

13 関係代名詞の what／関係詞と疑問詞の区別 

14 3つの節の区別／命令文 

15 不定詞（名詞用法）・動名詞 
16 形式主語②／意味上の主語／疑問詞で始まる不定詞 

17 不定詞（副詞用法） 

18 不定詞（形容詞用法） 

19 不定詞の区別 

20 受動態 

21 過去分詞の形容詞用法 
22 進行形／現在分詞の形容詞用法 

23 現在分詞と動名詞の区別 

24 第５文型／日本語の受益態 

25 比較文 

26 強調構文／形式主語との区別 

27 完了形 
28 分詞構文 

29 仮定法① 

30 仮定法② 



校・高校で履修が不十分であった学生が，①英

文法をゼロから総合的に学び直すことを通じ，

英検２級レベル以上の英語文献読解，英作文を

できるようになる，②英語など苦手科目がもた

らす自信喪失状態から自尊意識と学ぶ力につい

て自信を回復するきっかけをつかむことである． 
本科目は，教員が PowerPoint を用いて学生

に英文法を解説する講義形式のものであり，毎

週２コマずつ（月曜・木曜）計 15 週間開講さ

れた．その授業内容は表１の通りであった． 
 
5. ハイブリット型遠隔授業 

「英語基礎（たてなおしの英語）」では，所属

する県内大学コンソーシアムに対して大学間遠

隔授業配信を実施している．この授業配信では，

同期型遠隔授業と非同期型遠隔授業を融合した

ハイブリット型遠隔授業を実現している（図１）． 
同期型遠隔授業では，テレビ会議システムと

任意の複数大学を同時接続するための多地点接

続装置を活用し，各大学受講生に対し同時性・

双方向性を有した遠隔授業を実施している（森

下ほか 2010）．しかし，同期型遠隔授業を受講

するためには，各大学間の時間割や学年暦が統

一されている必要がある．なぜならば，大学間

の時間割が異なり双方の授業時間が重なってし

まうと受講を諦める学生が生じ，開講大学以外

の遠隔受講生数が少なくなってしまうことが米

満ら（2010）により示唆されているからである． 
そこで，大学間遠隔授業の実施を図る一部の

大学コンソーシアムでは，通常の対面授業のよ

うな同時性を持たない，いわゆる非同期的な遠

隔授業を再現するための e-Learning コンテン

ツを作成し，対面授業に相当する教育効果を有

する授業スタイルによって単位を認めている．

この遠隔授業では，当該科目の受講学生がいつ

でもどこでも学ぶことが可能になるが，前述の

通り e-Learning コンテンツの作成に時間と労

力を要し，教員やコンテンツ作成者の大きな負

担となることが問題であった． 
本研究では，同期型遠隔授業で用いるテレビ

会議システムを経由し，遠隔講義収録・配信シ

ステムであるMediasiteにて授業を自動的に収

録・コンテンツ化する仕組みを構築した（森下

ほか 2011）．これにより，通常の対面授業を自

動的にコンテンツ化することができ，教員やコ

ンテンツ作成者の時間や労力を必要とせず，い

つでもどこでも学ぶことが可能な e-Learning
コンテンツの提供に資することを実現した． 
従って，本研究で示したハイブリット型遠隔

授業とは，同期型遠隔授業と非同期型遠隔授業

を同時に実現することが可能な仕組みである． 
 

6. 学習プログラムの開発 

従来授業より，本科目の履修学生には①英文

法理解が全く不十分でどの文法項目がわからな

いか自覚できない学生（初級学習者），②ある特

定の英文法理解が不十分でどの文法項目がわか

らないか自覚できている学生（中級学習者）の

２種類が存在する．前者は一連の授業の中で順

序立てて学ぶ必要があるが，後者は必要な文法 
 

 

図１ ハイブリット型遠隔授業の概要（森下 2012） 
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図２ 授業時間外学習プログラムの概要 

 
項目を選択・抽出し，徹底してその項目のみを

学べばよく，より効率的な学習が可能である． 
そこで，本研究では，学生はLMS 上の「Short 

Quiz（確認テスト）」を受検し，学習理解度に

応じて指示される後述の補助的学習教材を利用

して復習することにした（図２）．なお LMS に

は，オープンソース e-Learning プラットホー

ムの１つである Moodle を採用した． 

 

6.1. Short Quiz（確認テスト） 

Short Quiz は学習理解度を確認するため，毎

週末（２回の授業後）に課されるテストである．

択一問題形式で１回のテストに 20～25 問出題

される．正答率 80%以上を合格とし，不合格の

場合は問題作成時にあらかじめ設定された補助

的学習教材を示し，学生自らが対応する教材を

使い復習する．なお，教員は学生の回答状況を

閲覧でき，必要に応じた個別指導が可能である． 
 

6.2. 補助的学習教材 

前項の受検結果による復習には，学習理解度

に応じ，「授業コンテンツ」「音声付 PowerPoint」
の２つの補助的学習教材を活用することとした． 

(1) 授業コンテンツ 
通常授業を，教員の映像・音声及びコンピュ

ータ画像を組み合わせて自動的にコンテンツ化

されたもの．大学間遠隔講義システムでは，毎

回の遠隔授業をオンタイムで収録・コンテンツ

化し，リアルタイム受講した学生の自発的学習

に繋がる可能性が先行研究にて示唆されている． 
(2) 音声付 PowerPoint 
授業時に使用した PowerPoint を文法項目の

細目に分割し，授業時の解説を要約した音声解

説を加えたもの．iPod やスマートフォンなどに

ダウンロードし，移動中に学習することも可能． 
そもそも英文法理解は，①文法項目の基本理

解，②文法項目間の相互関係理解，③英文読解・

英作文を通した①②の反復によって定着する．

通常授業の録画である授業コンテンツは，通常

授業中に使用された PowerPoint のアニメーシ

ョンと口頭解説を組み合わせることで①を容易

にしている．通常授業の性質上，授業コンテン

ツではそれぞれの文法項目を総括的かつ詳細に

解説しており，初級学習者向きである． 
しかし，仮に授業コンテンツを文法項目ごと

チャプター分けしても，授業は直前の流れを受

け展開されており，特定のチャプターだけで完

結できるとは限らない．従って，中級学習者が

②③にて既習項目を復習する際，授業コンテン

ツのすべてを繰り返し視聴することが時間と労

力の無駄を生じさせてしまう．そこで，補助的

学習教材の組み合わせにより，初級学習者は授

業の復習を通して①を繰り返し実施し，中級学

習者は復習したい文法項目に絞り，短時間で集

中的に②③を繰り返し実施できるようにした． 
 
7. 学習プログラムの試行 

7.1. 利用者 

2012年度本科目の受講生は全 79名であった．

そのうち，配信大学での対面受講者数は 69 名

であった．また遠隔授業配信による受信大学は

１大学のみで，遠隔受講者数は10名であった． 
 
7.2. 授業コンテンツ 

2012 年度受講生が 2012 年４月から 2013 年 

授業1

授業2

授業3

Short Quiz

授業2
コンテンツ

授業1
コンテンツ

正答数 受検回数
80%未満

80%以上

1回

2回以上

…

≪1週間のサイクル≫

授業1音声付
PowerPoint群

授業2音声付
PowerPoint群

：学習の進行手順

：システム関連動作



≪対面≫ 

 
≪遠隔≫ 

 
図３ 授業コンテンツへのアクセス時間帯 

 
３月までの間に授業コンテンツを視聴した回数

は，全 30 回の講義を通じて延べ 810 回であっ

た．そのうち，対面での受講生の視聴回数は延

べ 653 回（約 80.6%），遠隔での受講生の視聴

回数は延べ 157 回（約 19.4%）であった． 
図３は対面・遠隔でのそれぞれの受講生のア

クセス時間帯を示したものである．縦軸は受講

生がアクセスした延べ回数を示し，横軸は時間

帯（時）を示す．これによると，対面・遠隔ど

ちらにおいても夜の時間帯のアクセスが多かっ

た．このことは，帰宅後の学習において授業コ

ンテンツが利活用されていることを示している． 
一方，対面・遠隔におけるアクセス時間帯を

比較すると，対面での受講生は５・６時のアク

セスが多いのに対し，遠隔での受講生はその時

間帯のアクセスはほとんどみられなかった．森

下ら（2010）は LMS におけるアクセスパター

ンの差が大学間の受講スタイルや自宅通学・下

宿学生の比率などに起因することを示唆してい

る．このことから，本研究におけるアクセスパ

ターンの差も，大学間の受講スタイルや学生の

生活状況に起因したものと考えられる． 

 
図４ 授業コンテンツの視聴に要した時間 

 

 
図５ 授業コンテンツへのアクセス状況 

 
図４はすべての受講生が授業コンテンツの視

聴に要した時間を示したものである．縦軸は受

講生が視聴した延べ回数を示し，横軸は視聴時

間（秒）を示す．これによると，受講生はその

視聴時間に応じて２グループに分類することが

できる．すなわち，①授業コンテンツを開いた

だけのグループと②予復習のために授業コンテ

ンツを最初から最後まで視聴したグループであ

る．前者は１秒～120 秒視聴したものが該当し，

延べ 508 回（全体の約 62.7%）であった．一方，

後者は 4800 秒（80 分）以上視聴したものが該

当し，延べ 104 回（全体の約 12.8%）であった． 
図５はすべての受講生のアクセス状況を月日

ごとに示したものである．縦軸は受講生がアク

セスした延べ回数を示し，横軸は月日を示す．

なお，９月以降の授業コンテンツに対するアク

セスはほとんどなかった．これによると，受講

生らは定期的に授業コンテンツにアクセスして

いることがわかる．特に，毎週日曜～月曜，水

曜～木曜のアクセスが多く，授業前後の予復習

のためにアクセスしているものと考えられる． 
また，前期最初期，６月１日前後，８月１日 
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表２ 音声付 PowerPoint 視聴回数とその内容 
順位 内容 回数 

１ 熟語の動詞／分離他動詞（前置詞と副詞） 108 
２ 意味上の主語 101 

３ 関係副詞と関係形容詞 95 

４ どちらが主節？ 92 

５ 動名詞（V-ingの名詞用法） 89 

仮主語② 89 

７ 受動態の不定詞 V-ing 88 
関係詞と疑問詞 88 

９ 仮目的語 85 

分詞構文① 前タイプ 85 
… 

102 第４文型・第５文型／複数の文型を持つ動詞 11 
骨と肉／形容詞の 2用法 11 

104 構造分析の必要性②／位置と品詞 10 

名詞：複数形と冠詞 10 

106 第 1文型・第 3文型 8 

第 2文型 8 

叙述用法－限定用法の特別ケース／形容

詞を作る接尾辞／名詞の形容詞用法 
8 

109 オセロ現象 7 

文の基本構造②：主語 7 

文の基本構造③：構造と品詞 7 

 
前後にアクセスが集中していたことがわかる．

前期最初期にアクセスが集中していた理由は，

第１週目の授業における教員の指示に従って授

業コンテンツにアクセスしたためと考えられる．

６月１日前後，８月１日前後にアクセスが集中

していた理由は，その前後期間中にオンライン

上で中間・期末試験を行ったため，その試験勉

強のために過去の授業コンテンツを振り返って

視聴したためと考えられる． 
 
7.3. 音声付 PowerPoint 

2012 年度受講生による 2012 年４月からが

2013年３月までの音声付PowerPointの視聴回

数は，全 111 コンテンツを通じて延べ 6295 回

であり，対面・遠隔をあわせ 72 名の受講生視

聴していた．１受講生あたりの最多視聴回数は

延べ 234 回であり，視聴回数が 100 回を超えた

受講生は 28 名（音声付 PowerPoint を視聴し

た受講生の約 38.9%）であった． 
表２は音声付 PowerPoint の視聴回数の上位 

≪対面≫ 

 
≪遠隔≫ 

 
図６ 音声付PowerPointへのアクセス時間帯 

 
10 個までと下位 10 個までをまとめたものであ

る．視聴回数の多かったコンテンツの内容をみ

ると，関係詞や分子構文など，高校英語で取り

扱う内容の視聴が比較的多かった．一方，視聴

回数の少なかったコンテンツの内容をみると，

基本文型や文の構造解析など，中学１年生で取

り扱う内容の視聴が比較的多かった．このこと

は Short Quiz の難易度からも推測することが

できる．つまり，Short Quiz の成績結果を受け

補助的に学習するための音声付 PowerPoint は，

より難易度の高い文法において Short Quiz の

成績結果が悪くなるため，受講生の視聴が必然

的に高くなったものと考えられる． 
図６は対面・遠隔でのそれぞれの受講生のア

クセス時間帯を示したものである．縦軸は受講

生がアクセスした延べ回数を示し，横軸は時間

帯（時）を示す．これによると，対面・遠隔ど

ちらにおいても夜の時間帯のアクセスが多かっ

た．このことは，授業コンテンツへのアクセス

時間帯と同様，帰宅後の学習において授業コン

テンツが利活用されていることを示している． 
一方，音声付 PowerPoint へのアクセス時間
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帯と授業コンテンツへのアクセス時間帯（図３）

とを比較すると，対面での受講生においては朝

のアクセスが，遠隔での受講生においては昼前

のアクセスがないことがわかる．この原因とし

ては，次の２点が考えられる．すなわち，①授

業中にわからなかったり，聞き逃したりした部

分をすぐに確認するため，授業コンテンツは授

業後の比較的早いタイミングで利用された，②

Short Quiz は時間を要するため，比較的時間を

確保しやすい夜の時間帯に行われる．そして，

Short Quiz の成績結果に応じ視聴する音声付

PowerPoint はその後に利用されたことである． 
図７はすべての受講生のアクセス状況を月日

ごとに示したものである．縦軸は受講生がアク

セスした延べ回数を示し，横軸は月日を示す．

なお，９月以降の音声付 PowerPoint に対する

アクセスはほとんどなかった．また，５月中旬

以前の音声付 PowerPoint に対するアクセスも

ほとんどなかった．これは，Short Quiz の難易

度が比較的容易であり，その成績結果からも音

声付 PowerPoint を用いて補完的に学習する必

要性があまりなかったためと考えられる． 
図７によると，８月１日前後にアクセスが集

中していたことがわかる．これは，授業コンテ

ンツと同様，受講生が定期試験を受けるにあた

り，理解不足と感じる単元を復習するために音

声付 PowerPoint を利用したことを示している． 
 
7.4. e-Learningコンテンツ導入による効果 

本研究において授業を担当した教員によると，

e-Learning コンテンツを導入する以前は，履修

学生らは授業中に説明を聞いて理解できなかっ

た事柄をそのままにしてしまうことが多かった．

理解できない部分がある場合，教員が履修学生

に質問するよう促しても，多くの履修学生は教

員に質問することはなく，そのままにしてしま

うケースが少なくなかった．また，従来の授業

時間外学習では，紙媒体で課された練習問題を

一通りこなすのみでそれ以上追究することもな

く，指示された課題以外の学習はほとんど行わ

れなかった．その結果，期末試験では「英文法

の全体像を理解し英文講読を可能とする」レベ 

 
図７ 音声付PowerPointへのアクセス状況 

 

表３ e-Learning 導入前後における 
    期末試験の成績ごとの学生分布（人） 

年度 80≦点 70-79点 60-69点 ＜60点 

2009 20 9 8 17 
<導入前> (37%) (17%) (15%) (31%) 

2012 22 8 9 13 
<導入後> (42%) (15%) (17%) (25%) 

 
ル（及第点）に到達することができない学生が

約３割存在していた． 
しかし，e-Learning コンテンツを導入するこ

とによって，授業でわからなかったことを自分

のペースにあわせて繰り返し学びなおすことが

可能となった．このことは「授業コンテンツ」

及び「音声付 PowerPoint」へのアクセス状況

（図５及び図７）からも推測することができ，

授業担当の教員が学生の授業時間外学習の時間

数が増えたと感じていることからもうかがえる． 
加えて，期末試験の結果では，e-Learning コ

ンテンツ導入前である 2009 年度履修学生の成

績分布と比較し，e-Learning コンテンツ導入後

である 2012 年度履修学生の成績分布において

80 点以上の合格者が５%増加，60 点未満の不

合格者が６%減少していた（表３）．このことは，

初級学習者及び中級学習者におけるそれぞれの

下位層の成績が向上したことを示唆し，

e-Learning コンテンツの導入による一定の効

果があったと考えられる． 
 

8. まとめ 

本研究では，個々の学生が自らのペースに応

じて授業時間外学習を進め，通常の対面授業内
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容の理解を補うための学習プログラムを開発し，

そのプログラムを試行した．その結果，授業コ

ンテンツ及び音声付 PowerPoint のアクセス履

歴から，本研究の学習プログラムが授業時間外

学習の促進につながったことを明らかにした． 
しかし，定期試験に集中利用される傾向がみ

られ，日常的な授業時間外学習を促すには至ら

なかった．特に，授業コンテンツは 120 秒以内

の視聴が多く，授業の予復習教材として十分に

活用されているとは言い難かった．その点から，

単に通常授業を収録しコンテンツ配信するだけ

では学習効果につながりにくく，授業コンテン

ツの利用法そのものに検討の余地があるだろう． 
例えば，反転授業のような授業と e-Learning

コンテンツを組み合わせた学習法の導入や，受

講生のニーズや文法の難易度に応じた音声付

PowerPoint の開発が考えられる．授業コンテ

ンツのあり方を再考し，より効果的な学習プロ

グラムを再開発することが今後の課題である． 
 

付 記 

本論文は，森下孟ほか（2014）授業収録と

e-Learning 教材による授業時間外学習の提案．

日本教育工学会研究報告集 JSET14-2，

pp.29-36 が査読を経て修正されたものである． 
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